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Ⅰ はじめに
現在,日本が抱えている国土,地域問題の最大のものは,東京への一極集中であり,農村の
過疎化である｡1987年に閣議決定された第四次全国総合開発計画は,多極分散型国土構造を志
向している｡最近になって東京圏の人口や産業の比重は若干減少しているようであるが,東京
を頂点としたヒエラルヒ-構造は依然として弱化しているとはいえないだろう｡同様に韓国で
もソウルへの人口や産業の集中 ･集積は東京よりも深刻な様相を呈しているl)0
日本は明治以降の100年の資本主義の歴史で,政治経済の全般にわたって東京に集中するよ
うになるのは戦後のことである｡東京への集中の要因としては様々なことが考えられるが,本
間義人氏は,東京圏への集中をもたらした要因として国土開発政策があるのではないかと問題
提起している2)0
資本主義の歴史の永いヨーロッパでは,国土計画や地域開発政策が登場するようになるのは,
20世紀にはいって一定の経済発展の後に,主として地域格差や地域間題に対処するためであっ
た｡しかも法制度の整備は,第二次大戦後に進むようになる｡ ドイツでは1965年に連邦空間整
備法が制定されているが,イギリスやイタリア,フランスでは国土計画全般にわたる法律はな
い3)0
日本の四次にわたる全国総合開発計画も地域格差や地域問題への対策のためにたてられたも
のであるが,結果として地域格差や地域問題が緩和されているとは言えない｡それは国土開発
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の過程で,東京を頂点とするヒエラルヒー構造がうちたてられ,それぞれの地域は単なる生産
の現場にしかすぎない性格が強くなってしまったからである｡
日本や韓国の一極集中型経済発展は,ヨーロッパの経済発展とは異なっている｡また下河辺
淳氏が,国土とはすぐれて東アジア的な概念であると指摘しているように4),日本や韓国の国
土開発政策は,ヨーロッパにおける国土計画とは異なっていると考えられる｡
韓国の場合,経済成長における国土開発政策が果たした役割は大きい｡韓国の国土開発政策
で注意しなければならないことは,地方自治制がなかったことである｡それゆえ経済発展に伴
う地域問題への対策がすぐれて国家的次元でなされている｡
韓国では1980年代以降,地方自治制導入に関する議論が国会等ではじまり,1991年に地方議
会選挙がおこなわれ,30年振りに地方議会が構成された｡筆者は,それは経済発展の後のたん
なる民主化ではなく,ソウルの集中をはじめとした地域問題があったことを指摘し,しかも中
央政府による統制が多く残っていることを明らかにした5)｡ソウルへの集中に代表される地域
間題は,国土開発政策と大いに関係があると考えられる｡
また韓国の地域問題として慶尚南道蔚山市の環境問題をはじめとした都市問題を分析してき
た6)｡蔚山市にある蔚山工業団地は,韓国の工業団地の中でも最多の製造業生産額を誇り,初
期の頃の国土開発の主要事業であったし,多国籍企業が多く進出した地域であった｡従来,韓
国の経済発展の要因として政府,財閥,外国資本が取り上げられる｡この地域はその特徴をよ
く表している｡すなわち,国土開発 (政府),進出企業 (財閥),多国籍企業 (外国資本)であ
る｡蔚山市は韓国の経済発展がつくりだした都市であって,この地域には,韓国の現在抱えて
いる都市問題が凝縮して存在している｡本稿では蔚山工業団地開発もその一環であった国土開
発について記述する｡国土開発を全般に扱うのは膨大であるので,本稿ではまず,韓国の国土
総合開発政策の特質を述べ,韓国の経済発展の中での国土総合開発政策を位置づけることにす
る｡
Ⅱ 1960年代における国土開発政策
韓国の第一次国土総合開発計画は1972年に始まる｡しかし1962年に始まる第一次経済開発五
力年計画は事実上国土開発を含むものであった｡国土開発計画に入る前に簡単にそれ以前の国
土開発についてみてみよう｡韓国は日本の植民地からの解放後,米ソ両大国によってすぐに国
土が分断され,1950年から1953年までの朝鮮戦争によって国土が完全に荒廃した｡戟争によっ
て失われたものは,推計35億 ドル以上,繊維工業 ･染色工業の70%,化学工業の70%,農機具
工業の40%など全産業の37%が破壊され,人命被害約100万,住宅破壊60万戸,上水道施設が
50%,電力施設が56%破壊された7)｡経済開発は何よりも国土の復旧からはじめなければなら
なかった｡この時期の経済は,主として植民地時代における日本人からの帰属財産の払い下げ
韓国の国土開発政策に関する考察(鄭) 73
や,アメリカからの援助物資によって成り立っていた｡帰属財産の払い下げは1958年にいちお
う終了し,1950年代末にアメリカからの援助物資が減少してくると,韓国経済は停滞し,社会
的に混乱するようになる｡帰属財産の払い下げはその後の財閥形成の土台となり,援助物資は
主として国土復旧のために使われた｡国土復旧が一段落すると,1958年には政府は,復興部に
産業開発委員会を設置して,経済開発計画の作成に乗り出すことになる｡翌年に経済開発3ケ
年計画 (1960-62年)を作成するが,1960年の ｢4.19｣によって李承晩政権が崩壊したので,
経済計画は実施にはうつされなかった｡当時,一人あたりGNPは83ドル,失業率は24.2%で
あり,経済 ･社会は混乱していたので,李承晩政権後の張勉内閣時期に賃金散布的国土建設事
業がなによりも重視された8)｡その後,1961年5月に朴正殿による軍事クーデターが発生し,
以後韓国では1987年まで軍事政権が続くことになる｡そのような状況の中で朴政権は1962年か
ら経済開発計画に乗り出すことになる｡朴政権期に国土開発が本格化するが,そこで触れてお
かなければならない重要なことは,軍事クーデターの後朴正殿は地方議会や国会を解散させ
(国会は後に一院制として再構成),中央集権的な体制を構築 したことである.同年9月には
｢地方自治に関する臨時措置法｣を制定し,地方議会解散に対して制度上の保障を与えた｡地
方自治体の首長は内務部長官による任命制であり,地方議会は1991年に選挙が行われるまで存
在せず,韓国の地方自治体は政府の単なる下級行政団体の性格が強かった｡それゆえ,経済発
展にともなう地域間題に対して国家的次元で対処せざるをえなかった｡国土開発は中央政府に
よるものであって地域が主体となる地域開発政策ではなかった｡
地方自治制といっても,自治の伝統が強く存在していたのではなかった｡朴正殿軍事政権は
地方自治制を廃止したが,それまでの韓国の地方自治制の動向について触れておく｡韓国では
じめて近代的な地方制度が導入されたのが日本の植民地時代の1920年のことである｡日本植民
地時代の地方制度は,日本の植民地政策の一環として行われたのであり,地方制度ではあって
も自治から程遠いものであった｡ゆえに地方自治制は解放後にはじまるといえる｡1948年に韓
国政府が樹立され,その翌年7月には地方自治法が制定されている｡以後,1961年に地方議会
が解散させられるまで地方自治法は5回も改定され,制度が頻繁に変わっている｡この時期ま
で地方選挙は3回行われた｡第一次から第四次改定まで李承晩政権期に行われ,第五次改定が
張勉内閣期に行われたものである｡地方自治体の種類としては特別市 (ソウル)･道,市･邑･
面であって,日本の都道府県,市町村と類似した自治体であった｡李承晩政権期の地方自治制
は,特別市 ･道の首長は任命制であり,市邑面の首長は議会選出から住民の公選に変わり,第
四次改定で任命制に変えられた (表1参照)｡この時期の地方自治制について韓国の研究者で
ある孫禎睦氏は,次のように評価されている｡第1回地方選挙が朝鮮戦争の最中に李承晩大統
領が政権安定のために突如おこなったものであり,当時の地方議会は政府の意図通りに活動し,
多くの地方議会が内閣責任制反対,大統領直接選挙への改憲を可決するなど地方自治とは程遠
い活動をしていたという｡また当時の地方財政の半分を占めていたのが,補助金であったが,
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それは予算案の数字であり,実際の支給額は著しく少なかったし,また地方分与税についても
実際の支給額は少なかったという9)｡地方財政法が制定されたのは1962年のことであり,地方
財政に関する根拠法がないままこの時期の地方自治制はあった｡このように地方自治体の財政
は貧弱なものであり,地方行政も十分には行われなかった｡
このような地方自冶制に転機となったのが,1960年の ｢4.19｣後に成立した張勉内閣である｡
1960年11月には地方自治法が改正され,地方議会議員も自治体の首長も住民による直接選挙で
選ばれるようになり,12月には地方選挙が行われた｡ しかし住民によって選ばれた首長も議員
もたった数ヶ月で軍事政権によって座を追われてしまい,地方自治が根をおろす暇もなかった｡
表 1 地方自治法の変遷
第一次改定 第二次改定 第三次改定 第四次改定 第五次改定 臨時措置法
自治体の 特別市･道
種 類 ･市･邑･面
特別市長
道 知 事 任命
市邑面長 議会選出 直接選挙 同
直接選挙
(4年)
特別市･道
･市･郡
任命
任命 直接選挙 任命
地方議員 任期4年 任期3年 同 任期4年 同
不信任権
解 散 権 可能 廃止 同 可能 同
解散
荏)改定時期は,第一次1949年12月5日,第二次1956年3月13日,第三次1956年7月8日
第四次1958年12月26日,第五次1960年11月1日,地方自治に関する臨時措置法1961年9月1日
出所)荏昌浩 『韓国地方自治制度論』1991年より作成
さて,地方自治制は韓国では根付いておらず,それゆえ軍事政権によって簡単に廃止されて
しまったといえる｡これはその後の韓国の経済開発や国土開発にとって大きな意味を持っよう
になる｡
このように中央集権的な体制を構築した朴政権期に経済開発や国土開発がどのように遂行さ
れようとしたのか｡韓国建設部 『国土建設二十五年史』から要約してみる｡まず軍事クーデター
の二日後の1961年5月18日に,軍事革命委員会議長 ･戒厳令司令官である朴正照は布告を発し,
国土建設事業の推進に対する確固たる決心を公表した｡その後5月29日に復興部を建設部に改
編して国土建設局を設置したが,その二ケ月後には建設部を分離して経済計画機能を担当する
経済企画院と国土開発機能を担当する国土建設庁に改編した｡翌年6月18日に国土建設庁を再
び建設部に昇格させ,国土計画を総合的に担当する体制をっくった｡1962年に第一次経済開発
5カ年計画が始まると,同年3月7日に国土庁傘下に蔚山特別建設局を設置して,現役将校を初
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代局長に任命して開発を担当させ,同年5月に蔚山開発計画本部設置法を制定 して開発本部を
設置し,諸般計画を樹立した｡同年10月に国家再建最高会議議長朴正殿は内閣首班に国土計画
樹立を命令し,この命令をうけて内閣首班は翌11月に ｢内閣首班指示覚書第53号｣を通達した｡
この覚書の送信先は蔚山開発計画本部になっており,蔚山工業団地開発のためには国土開発の
必要性を示している｡蔚山工業団地は,経済開発5ケ年計画が始まる1962年1月に政府によっ
て最初に指定された工業団地であり,経済開発計画の主要事業であった｡この覚書には1963年
7月30日までに国土総合開発計画法が公布できるように指示しており,いかに急いで国土開発
を行おうとしていたのかがわかる1の｡開発を円滑に進めるために同年に ｢工業立地造成のため
の土地収用特例法｣が制定された｡韓国の研究者である金儀遠氏によるとこの法律は被補償者
の猛烈な反発と立法趣旨自体が非民主的であったので翌年には廃止されたという･1)｡国土開発
法である国土建設総合計画法の制定は実際には1963年10月14日に制定され,この法律によって
1964年3月9日に国土建設総合計画審議会議を組織するなど制度の整備が進んでいくようになる｡
蔚山工業団地開発には莫大な資金が投資され,それまで一介の農漁村にすぎなかった蔚山地
域が韓国を代表する大コンビナートになったのは,このようにこの地域が韓国全体の経済発展
を担う地域として選定されたためである12)0
蔚山開発の論理は,蔚山地域に精油工場,肥料工場などの主要工業を集積させて,製品とェ
ネルギーとの相互関係を密接にして集積利益を得られるようにし,他の産業の発展を導くとい
うものである13)｡ゆえに蔚山工業団地開発には総合的な開発計画が必要であった｡
韓国経済発展の原動力の一つである多国籍企業は,工業基盤が整備されていない韓国に進出
するのをためらっていた｡例えば,蔚山工業団地では,外国企業が韓国企業や韓国政府と合意
書を締結して,工業基盤の整備がすすみ,その妥当性を検討したうえで,韓国企業に技術提携
や合資の形で蔚山に進出する方針であった14)0
第一次経済開発5ケ年計画では,｢農業生産力の向上とともに工業化の準備段階として電力･
石炭などのエネルギーの確保と,肥料 ･セメントなどの基幹産業の拡充に最大の目標を置く｡
それとともに失業者の救済と
遊休資源の活用のために国土
開発事業を強力に推進しなけ
ればならない15)｡｣と記述さ
れているように,国土開発事
莱,とくに蔚山工業団地開発
をいそがねばならなかった｡
1972年の国土総合開発計画の
策定までの流れをまとめると
次のようになる｡
図1 国土総合開発計画策定の沿革
1961.10 国家再建最高会議議長 (朴正殿)指示
1962.12 内閣首班指示覚書第53号 国土建設総合計画樹立指示
1963.10 国土建設総合計画法制定
1967.4 朴大統領,｢大国土建設計画宣言｣
1968.12 国土計画基本構想確定
1970.1 UNDP/SF地域計画事業団訪韓
1971.8 国土建設総合計画審議会議決
1971.9 国務会議審議
1971.10 大統領裁可,公告
出所)建設部 『国土建設二十五年史』1987年.p196.
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日本では1950年の国土総合開発法の制定から1962年に始まる第一次全国総合開発計画までの
間,国土開発よりは特定地域開発が優先された｡同様に韓国でも1963年の国土建設総合計画法
の制定から1972年に始まる第一次国土総合開発計画までの間,特定地域開発が優先された｡韓
国における特定地域開発で,指定された特定地域面積は25,242KI島 国土面積の25%をも占め
る｡その中で蔚山も工業特定地域として1966年に指定されている0
その後,1967年には,朴大統領が ｢大国土建設計画｣を発表した｡これは日本の田中内閣期
の日本列島改造論に似ているものであり,経済水準と経済構造との関係を考慮せずに土木施設
計画の性格を持っていること,第二次経済開発5ケ年計画 (1967-1971年)を早期に目標達成
させるために投資規模を著しく過大に見積もっていたことなど,多くの虚構性を持っていたと
いう16)｡その後,その翌年の国土計画基本構想が作成され,国連環境計画の関係者の訪韓とと
もに,国連環境計画の70万 ドルの資金も投下され,国土総合開発計画が作成されていく｡国土
計画構造を図示すると図2のようになる｡
図2国土計画構造
経済計画⇔国土計画⇔社会計画
1.天然資源の利用開発
2.災害防除
3.都市開発
4.産業立地
5.公共施設配置
6.文化厚生 ･観光資源
農工並進
所得増大
輸出増大
社会資本拡充
地域開発
?
??
???
出所)建設部 『国土建設二十五年史』1987年,p195.
国 防
自然資源
人的資源
可用資源
政治行政
経済 ･技術性
歴史 ･道徳性
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図2をみればわかるように,国土計画は経済計画や社会計画の中心をなしており,経済 ･社
会全般にわたる事項と関係している｡実際,国土建設総合計画法第5条では, この法による国
土計画は,他の法令による建設計画に優先するものであり,その基本になるものであると規定
しており,第一次国土総合開発計画では,国土総合開発計画は他のすべての計画を先導しなけ
ればならないと記述している17)｡開発計画に関してみると,日本で1950年に制定された国土総
合開発法における開発計画,1)全国総合開発計画,2)都府県総合開発計画,3)地方総合開発計
画,4)特定地域総合開発計画,に分類されていることと類似している｡しかし韓国の開発計画
は,順に全国計画,特定地域計画,道計画,那 (都市)計画,の序列になっており,道 ･郡計
画は国土計画を具体化する性格をもっていた18)｡特定地域計画以下の計画は,全国計画がうま
くいくように策定されるものであり,全国計画の一部をなす｡道計画の作成は当該道知事が成
案して内務部と建設部を経由して国務総理の承認を受けなければならず,国務総理は承認する
前に必ず国土建設総合計画審議会の審議を経るようにしなければならない｡また郡計画も道審
議会の審議を経て,当該道知事の承認を受けなければならない19)0
このように国土開発が始まるが,それは徹底した産業政策であり,地域を生産機能に特化さ
せる戦略であった｡そこには欧米諸国や日本のような地域間題への対策として国土開発が策定
されたのではない｡ただしこの時点では韓国では地域問題はまったく認識されていなかったの
ではない｡その最初のものは1964年の ｢ソウルの人口集中防止策｣が国務会議で議決されてい
る｡議決事項は,行政機関の地方移転,ソウル偏重の政策的過剰配慮の止揚,田園都市 ･新産
業都市の建設,農地開墾の促進,特定地域開発,大都市の工場施設の拡張抑止,などである｡
1960年代の地域政策は,ソウル市の人口分散政策が議論されたけれども,明確な政策課題とは
なっていなかった20).
Ⅲ 国土総合開発計画
1.第一次国土総合開発計画 (1972-1981年)
このような経済開発,国土開発によって韓国の工業化は進んでいった｡それにともなってソ
ウルを中心とした都市化が進んでいくようになり,都市問題が全国土に広がっていくことにな
る.それでは第一次国土総合開発計画では地域問題はどのように認識されていたのか.
1972年から1981年までを計画期間とする第一次国土総合開発計画の基本目標は,国土利用と
管理の効率化,開発基盤の拡充,資源の効率的利用,資源保護,生活環境改善などにおいてお
り,それを実現するために工業基盤の拡充整備,交通 ･通信 ･エネルギー供給網の整備,後進
地域の振興などを挙げている｡とくに力点をおいている計画として大都市の人口と工業の分散,
地方の中小都市の開発,社会資本の整備などを通じて国民経済の向上と地域的自立を誘導する
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ことにあるとしている｡国土開発を効果的に遂行するために拠点開発方式を主たる手段とし,
経済性の高い大規模事業を優先して実施することで,その事業の効果が全国土に拡散して波及
するようにするという21)0
大都市とはソウル市,釜山市などであり,とくにソウル市の人口･産業の集中抑制は1960年
代からの課題であった｡そのためには拠点開発方式によって各地に工業基盤を整備するのがこ
の計画の目的であった｡韓国の拠点開発方式は次のようになる｡
大規模工業基地を優先構築 ･整備-大都市と各地域を結ぶ交通 ･通信の整備-水資源 ･エネ
ルギーに対するネットワーク構築-それぞれの地域の発展-後進地域の開発 (『第一次国土総
合開発計画』.p9.)
日本の拠点開発の論理は地域問題への対策のためにでてきたものであるが,韓国の拠点開発
の論理は,大都市の人口と工業の分散といいながら,地域問題への対策よりは,工業基盤の整
備のためにおこなわれた性格が強い｡すでに日本では,1969年から始まる第二次全国総合開発
計画は-全総の拠点開発方式の批判の上に作成されたものである (実際は-全総とは大きく違
わない)｡拠点開発方式が,重化学工業化をすすめ,地域格差を拡大し,地域問題を激化させ
るものであったとの批判が早くからあらわれていた｡しかし韓国の場合,拠点開発方式は,経
済性の高い大規模事業を優先して実施することで,その事業の効果が全国土に相互連鎖的に波
及するという2).このように地域政策としては消極的なものであった.このことは都市開発に
ついてもいえる｡第一次国土開発計画書には次のような記述がある｡韓国の都市立地とその構
造は,国家単位の経済体制を営為することにおいて高い能率を保障することができず,都市体
系の合理的調整と開発を導くために次のような開発方向を設定するという｡経済開発圏域を土
台として地域間流通秩序を能率化する体系的な都市の適正配置を期するとともに,高速道路を
はじめとした交通施設網の合理的体系化で都市立地構造の改善をはかるとしている｡都市規模
の階層化を促進して,地域的自律と均衡発展を期するために,都市機能の特化を促進する一方
で,工業団地などの適正配置を通じて消費性向都市を生産的都市に機能を強化する｡ソウルな
どの大都市に開発制限区域などを設置して,大都市の人口と産業の集中を抑制するという23).
さて,このようにそれぞれの都市開発にしても全国レベルからみた経済体制を構築しようと
するものであり,拠点開発方式の大規模工業基地を優先することとあいまって,ここの姿勢に
地域問題への対策よりは,産業政策の視点がつよくでている｡実際に国土開発計画がはじまる
時期は,韓国ではなによりも重化学工業化をいそがねばならない時期であった01960年代から
の経済開発はある程度の軽工業の発達をみたが,素材供給型の産業が不足しており,国際収支
の赤字を解消し,輸入代替とともに輸出指向の工業化をはかっていかなければならなかった｡
1972年に始まる第三次経済開発5ケ年計画は,主要目的として ｢自立的経済構造｣,｢地域開発
の均衡｣,｢農漁村経済の革新的開発｣,｢輸出の画期的増大｣,｢重化学工業の建設｣をあげてい
る24).第一次国土総合開発計画書では,地域格差の是正や地域問題への対処は抽象的な規程が
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あるだけであったが,実際に政策として具体化されていくのは重化学工業化のための政策であっ
た｡1970年には輸出自由地域設置法が制軍され,第一次国土総合開発計画や第三次経済開発5
ケ年計画がはじまった翌年の1973年の初頭に大統領であった朴正解は ｢重化学工業化宣言｣を
おこない,重化学工業化を強力に推し進めていく｡1973年には国務総理を委員長とする ｢重化
学工業推進企画団｣が設置され,産業基地開発促進法が制定されるとともに,水資源開発公社
が産業基地開発公社に変更された｡重化学工業化政策では,鉄鋼,非鉄金属,造船,機械,電
千,化学工業が六大戦略部門として選定され,租税減免など各種の優遇措置を受けた25).
第一次国土総合開発計画の部門別計画の一番最初に産業基盤の構築があり,つづいて交通 ･
通信網の拡充,都市開発,生活環境の改善,水資源開発,国土保全,となっている｡また東南
部地域を重化学工業ベルト地帯として位置づけ,工業生産額の3分の1を担当させるという26).
地域政策として,1969年に地方工業開発法が制定されている｡これは日本で1962年に制定さ
れた新産業都市建設促進法にヒントを得たものといわれている｡この法律は,後進地域に工業
立地が有利になるように政策上配慮するものである｡しかしこの法律は,商工部の反対によっ
て,業種の制限があり,臨海工業団地には適用されないなど抜け穴が多く,地方に工業を育成
することに何の助けともならなかったというの｡しかも1973年に制定された産業基地開発促進
法は,全国各地に工業団地の造成を目的としており,重化学工業の能率的な育成を意識したあ
まり,都市計画法,河川法,道路法,水道法など他の一切の法律が規定する許認可の行政手続
きを省略できる条項を規定したので,産業基地内では事実上すべての法律が機能を停止する結
果をもたらした28).地域政策が産業政策に埋没していくのである.それは地域政策 (ソウルの
人口･産業の分散)をおこなう主体と,産業政策 (国土建設)をおこなう主体が建設部であっ
たので,地域政策が主要な政策として認識されていなかったと考えられる｡
上述したように1960年代にはすでにソウルの大都市問題が議論されていたけれども,明確な
政策とはなっていなかった｡地方工業分散法も効力がなかった｡このように韓国の国土開発は
何よりも産業基盤の整備,とくに重化学工業化をおしすすめるために計画されたものであった｡
金儀遠氏は,国土総合開発計画が,1967年に発表された朴大統領の ｢大国土建設宣言｣を基本
的に引きずっていると指摘している29).
第一次国土総合開発計画では,工業生産額に重化学工業の生産額が占める比率を1970年の
35.9%から1981年に49.0%にまで上昇させる計画であったが,1980年の実績をみると55.6%で
あり,計画値を大きく上回っている30)｡その結果として社会資本,とくに生産関連の社会資本
の整備されている,京畿道,慶尚南道地域に工業が集積している｡ただしこの地域は生産現場
に特化しており,地域経済としては問題がある31)0
このように韓国の国土開発はすぐれて産業政策の視点が強くでていた｡国土開発の展開過程
で全国土に公害 ･環境問題,住宅問題等の地域問題が爆発的に発生するようになる｡国土開発
政策が地域間題に対処するためよりは,国土開発政策の過程で地域間題が発生するようになる
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のである32).
国土開発計画の策定時,1970年1月に国連環境計画の関係者が韓国を訪れ,国土計画に対す
る調査をして意見を提示した｡その中に,教育 ･保健,住宅部門の政策が欠如していると指摘
されていることも国土計画の性格を表している3).第一次国土総合開発計画で生活環境改善が
うたわれていることは,このような国連環境計画の指摘を受け入れたと考えられる｡しかし,
第一次国土総合開発計画の実績をみると,表2から,高速道路や工業用地の達成率が高い｡住
宅や上水道の達成率が相対的に低くなっている｡
第一次国土総合開発計画では,住宅不足率を22.2%とし,計画期間中に200万戸の住宅を建
設して,住宅不足率を15%にするという34).実際は,1980年では全国で住宅不足率は25%,都
市部では40%にもなっており,目標にはほど遠かった35).
表2 第一次国土総合開発計画の実績
単 位 1971 1981(計画) 1980(実績) 実績率 (%)
G N P 10億ウォン 17,975
工 業 用 地 kd
高 速 道 路 l皿
国道舗装率 %
鉄道電鉄化 kn
市 内 電 話 千回線
用 水 供 給 百万m3/年
住 宅 千戸
上 水 道 千m3/日
624
350
4,428
2,670
出所)韓国政府 『第二次国土総合開発計画』1982.p8.
2.第二次国土総合開発計画 (1982-1991年)
第一次国土総合開発計画は,ソウルへの人口･産業の集中を抑制することを基本目標として
いたが,実際はますますソウルへの集中が進んだ｡それとともに1970年代は韓国でも工業化が
急速に進み,京畿道,慶尚道への工業の集中が進んだ｡それゆえ地域格差が進み,第二次国土
総合開発計画では地域格差の是正が主要課題となった｡
第二次国土総合開発計画の基本目標は,人口の地方定着誘導,開発可能性の全国的拡大,国
民福祉水準の高揚,国土自然環境の保全,においている｡
この計画を実践にうつすための新しい国土政策としては,ソウルの過大膨張を規制して多核
的な国土開発などの施策をおこなうとしており,国土総合開発計画の下部計画である道建設総
韓国の国土開発政策に関する考察(鄭) 81
合計画樹立が推進されるという｡開発戦略としては,1)国土の多核構造形成と地域生活圏造成
2)ソウル･釜山両大都市の成長抑制及び管理,3)地域機能強化のための交通 ･通信などの社会
資本の拡充,4)後進地域の開発促進,である36).
この計画の開発戦略が第一次と違うのは,国土の多核構造形成と地域生活圏造成にあるとい
える｡地域生活圏構想とは次のようなものである｡
ソウル特別市や釜山直轄市,大邸直轄市,大田市,光州市の五つの大都市生活圏をおき,そ
の下に17の地方都市生活圏,その下に6の農村都市生活圏があり,全部で28の生活圏がある｡
これは三全総の居住区,定住区,定住圏とはちがって,全国を28の生活圏にわけるものであり,
国土面積を考慮しても三全総の200-300の定住圏構想よりは,より広い生活圏である｡この生
活圏構想の具体的中身は,次のようになる｡
1)圏域内就業機会の拡大-大規模工業団地開発を止揚し,中小規模の地方工業団地を生活
圏別に造成する｡
2)中心都市の生活便益施設の拡充
3)生活圏内の接近度向上-中心都市と農村地域間の接近度を向上させる37).
4)住民の自発的発展意識の高揚-地域開発に対する住民の積極的な参加を誘導する｡
このように第二次国土総合開発計画では,第一次の拠点開発方式を中心とした国土開発が都
市化をすすめ,地域格差や公害環境問題をはじめとする地域問題を深刻化させたことに対する
反省として策定されたものである｡それゆえ地域の開発は住民の自発的な参加を基礎として生
活圏を形成していくという｡
第一次国土総合開発計画では道計画は留保され,一つも作成されてはいない｡このような道
建設計画は上述したように国土計画の一環として行われるものであり,地域独自の地域開発政
策ではなかった｡それでも第二次国土総合開発計画になって道建設計画が作成されるようになっ
たことについて,『国土建設二十五年史』では次のように記述している｡｢1980年代から論議さ
れてきた地方化時代の要求に対応するために,地域主体の発展計画を地域みずから作成して,
積極的な参加を通じた責任が地域の健全な発展の原動力になるものであり,地域みずから体系
的な総合開発計画を樹立したところに,道計画の意義がある.｣38).
1980年代に入って地方自治制導入に関する議論が国会で始まり,1970年代までの開発で取り
残された地域が多かったため,よりいっそうの地域格差が拡大し,地域問題が発生したために
地域みずからの開発が必要であるという｡
第二次国土総合開発計画では道建設総合計画は,京畿道,済州道を除く7道で作成され,紘
投資規模は32,814,330百万ウォンであり,そのうち,住宅に12,658,311百万ウォン,工業に
1,736,150百万ウォン,農業に6,853,101百万ウォン投資される39).このように工業の比重が低く,
生活関連への投資が大部分を占めている｡本稿では資料の関係上,この計画がどこまで実際に
遂行されたのかを分析することはできない｡すくなくとも1980年代に入って地方自治制導入が
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議論されていき,1990年代に地方自治制が導入されていく経済的根拠を示し,国土開発政策に
おいて地域開発政策の必要性を示しているのではないだろうか｡
第二次国土総合開発計画が第一次と違うところは,生活環境の改善により多くの記述がある
ことである｡公害環境問題は第一次国土総合開発計画ではわずか1ページに抽象的な記述があっ
ただけであるが,第二次国土総合開発計画では,人口定着基盤の造成がます最初にきて,次い
で都市開発と大都市整備,農漁村 ･特殊地域開発,資源開発と環境保全,国土環境の保全,坐
活基盤施設の拡充などがあり,それにつづいて国土開発基盤の整備,交通 ･通信網の構築,国
土の利用と管理をあげており,国土環境の保全に1章,生活環境の整備に1章を記述してい
る40).このように第二次国土総合開発計画ではかなり地域問題への対策の性格がでている.
住宅政策に関しては従来,民間主導を基本として,持ち家政策をおこなってきた｡地方自治
体の住宅建設は微々たるものであった｡1980年代に入って地方自治体の住宅建設の比率が高く
なっていく41)｡上述した道建設計画ともあいまって地方自治体の地域政策が不可欠なものになっ
ていることを示している｡
第二次国土開発計画書では,1980年の住宅普及率を74.5%とし,それを1991年までに公共部
門が75万戸を建設して住宅普及率を81%にするという42)01980年代にはいって韓国ではようや
く住宅政策が始まったといえる｡1980年に宅地開発促進法が制定され,1984年には賃貸住宅建
設促進法が制定され,1989年には政府は ｢永久賃貸住宅基本計画｣を発表している｡先の道建
設計画ともあいまって1980年代は徐々に地方自治体の役割がたかまっていくことになる｡
以上,第一次,第二次国土総合開発計画についてその特徴をみてきた｡韓国の国土開発の問
題点は次のようになる｡
第一に,国土開発政策がすぐれて産業政策であったことである｡経済開発計画がなによりも
国土建設であり,経済企画院と商工部,建設部が経済開発や国土開発をおこなってきた｡また
ソウルの人口と産業の集中抑制を中心とした地域政策も建設部がおこなっており,それは産業
政策に埋没していった｡
第二に,日本の国土開発政策と多くの点で類似している｡金儀遠氏は,韓国の国土開発は日
本の全国総合開発計画やイスラエルの国土計画,アメリカのTVA, ドイツの空間整備計画か
ら学んでいると指摘しているが43),制度や開発方式は,日本の全国総合計画と類似している部
分が多い｡国土開発の結果,東京やソウルの一極集中型国土構造になっているのも類似してい
る｡
第三に,日本とは違って韓国では地方自治制がなかったことである｡
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図3 国土開発計画の特徴
生 産 環 境 - 生 活 環 境 - 自 然 環 境
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出所)韓国政府 『第二次国土総合開発計画』1982年.p17.
図3をみればわかるように国土開発は,生産環境 (大規模工業基地)の整備がまず最初にき
て,生産環境が整えば生活環境が整備され,自然環境が保護されるかの印象を与える｡大規模
工業基地を建設して集積利益を享受すると集積利益が拡散され,集積利益が均需されるという.
しかし集積利益は集積不利益も存在し,集積利益を享受する主体と集積不利益を被る者とが違
うことが重要である｡この点を認識しないと地域政策ははじまらない｡韓国では地方自治制が
なかったことが,集積不利益を十分に認識されなかった原因であると考えられる｡
3.第三次国土総合開発計画 (1992-2001年)
ここまで韓国の国土開発計画についてその特徴を述べてきた｡第三次国土総合開発計画につ
いては,いま計画期間中であり,詳細には論じない.'別の機会に譲るとして,ここではその基
本目標について述べることにする｡
第三次国土総合開発計画では,過去の国土開発によって産業基盤が大きく拡充されたが,一
方で少なくない副作用をもたらしているとして,その解決が国土開発の課題としている｡基本
目標は,1)地域の均衡発展ができるように地方分散型国土骨格を形成すること,2)国土を生産
的に,資源節約的に利用すること,3)国民福祉の向上と国土環境の保全に寄与すること,4)南
北統一のための国土基盤の造成,を挙げている4).
第三次国土総合開発計画では,それまでの国土開発が生産基盤重視でおこなわれてきたこと
に対して,かなり地域政策の視点が強くでている｡それはソウルへの集中集積が限度に達し,
ソウルとその他の地域との格差がこれ以上放置できないところまできているからである｡それ
とともに1991年の地方議会選挙によって30年振りに地方議会が構成され,地方自治制が完全で
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はないにしても出発したことも国土開発計画に反映されている｡しかし地方自治制が出発した
といっても,地方財政改革はほとんどなされておらず,十分な財政力をもたないと地域政策は
うまくいかない｡これは今後の韓国の課題となる｡
Ⅳ 後発性の利益について
地域政策の主体は,何よりも地方自治体や住民でなければならない｡国土開発政策の過程で
発生した経済 ･社会問題に韓国では十分に対策をたてられなかった｡また,1990年代における
韓国の地方自治制の出発はこのような経済的変化があったことを見逃してはならない｡経済発
展の結果としてのたんなる民主化によって地方自治制が導入されたのではない｡国土開発政策
についても,地域政策としての性格が弱かった｡韓国の国土開発政策に関してはその他に様々
な論点が考えられるけれども別の機会に譲るとして,ここでは ｢後発性の利益｣について考え
たい｡
かって渡辺利夫氏は,発展途上国には先進工業国の技術や開発戦略を取り入れることのでき
る後発性の利益があると主張した｡それは次のようになる｡韓国のような資源の乏しい小国で
は,海外に門戸を大きく開いた ｢オープン･エコノミー｣として形成されると,先進工業国の
技術,資本,民間企業を大規模に導入して経済発展をしていける｡韓国の経済発展の過程で資
本財の輸入依存度がかなり高かったが,それは技術が資本に体化されているので,技術上の後
発性の利益が韓国にとっていかにも大きなものであった｡また韓国では,日本の植民地支配を
経験しているので,技術体系が日本と酷似しているものになっており,｢技術のコミュニケー
ション構造｣が他の先進工業国と発展途上国との間よりもより密接に形成されてきた｡韓国の
経済発展の重要な要素の一つに外国資本があるが,資本形成率の高さも外国資本が寄与してい
るところが大きい｡国内貯蓄が低水準にもかかわらず,｢離陸｣に向かいえたというところに,
韓国の後発性の利益が如実に示されているという｡外国資本も初期の頃の贈与から公的借款,
民間借款,民間直接投資へと変化していっているのは,韓国経済の自立化を反映したものであ
り,韓国の高度経済成長と外国資本の高い収益性をあらわしている｡韓国は,外国資本による
初期的インパクトを次第に内部化しつつ,後発性の利益を効率的に自家薬寵中のもたらした典
型例として考えられるという｡
技術,資本だけでなく,企業経営能力の全体をパッケージとして大規模に導入できるという
点で,現代の発展途上国は19世紀の後発国よりも後発性の利益は大きいという｡それは技術サ
イクルが旧来よりも早いからである｡技術のサイクルが早いので,標準化される期間が短く,
商品も世界市場において一般的なものになる｡したがって発展途上国は,容易にその商品を生
産することが可能になる｡技術集約商品が労働集約商品になる｡その時期になると技術開発国
の民間企業は発展途上国に生産拠点を直接投資を通じて移転させる｡さらに,この行動様式が
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新商品のライフサイクルをより加速させるという｡現代韓国における経済発展の圧縮は,この
事実を抜きに語れないという45)0
たしかに渡辺氏の主張する後発性の利益は可能性としては存在する｡先進工業国の優れた技
術や資本,経営戦略を導入できる可能性がある｡それに対して金泳鏑氏は,技術に注目して,
発展途上国では先進工業国から導入する技術は従属性を強くもっていると主張する｡すなわち,
発展途上国の技術従属と技術開発は,技術二重ギャップの下であらわれている現象であるとい
う｡先進工業国は自国での相対的に遅れた技術を移転し,一方で,途上国にとっては,それは
相対的に高度な技術であるという意味で技術の二重ギャップが存在するという｡19世紀よりは
今日の後発国の技術ギャップが大きいものであり,それだけ後発国のキャッチアップは難しく
なるという｡日本から韓国への技術移転は,成熟期にある技術 (その国で一般化されている技
術であって衰退する前の段階の技術)が多く,しかも技術の習熟面からみると,かなり低いと
いう｡それは技術そのものよりは技術が体化されている製品や,設計技術よりは設計図面など
が多かったからであるという｡そうするとますます技術の二重ギャップが大きくなるという｡
それに加えて発展途上国が先進工業国から導入する技術は,消費的性格を帯びており,導入さ
れた技術の相互関連性が薄いという46).
金泳鏑氏のいう技術従属だけでなく,技術 ･経営戦略を企業は簡単には外部にださない｡発
展途上国の場合,先進工業国の資本や技術,経営戦略をスムーズに導入できる可能性は低いこ
とに注意しなければならない.しかも韓国の場合,導入した資本はすぐれて政治的な性格を帯
びていた｡すなわち,1950年代におけるアメリカの余剰農産物の援助物資は,アメリカによる
東アジアにおける韓国の戦略的な位置づけによるものであり,1965年の日韓条約による借款は,
植民地支配の精算をないがしろにしたものである｡
渡辺利夫氏は,韓国の場合,後発性の利益を最大限に享受できたこそが経済発展している理
由であるという｡しかし渡辺氏の主張する後発性の利益には,同時に後発性の不利益も内在し
ていることを見逃してはならない｡
蔚山工業団地開発の例をみればわかるように,韓国では簡単に先進工業国の資本を導入でき
たのではない｡蔚山では先進工業国の企業は進出をためらっていたが,韓国政府や企業と協約
して工業基盤を整えてから進出するようになった｡蔚山には莫大な工業基盤整備のための投資
がなされている｡それは多国籍企業が進出するためには必要であったからである｡韓国が導入
した借款は多くが工業基盤整備のために使われているのである｡一方で,蔚山地域は急速な工
業化,都市化によって都市問題が爆発し,生活関連の施設が著しく不足している地域でもあるp
しかも蔚山には多国籍企業が多く進出し,この地域では,韓国企業よりも多国籍企業の方がよ
り多くの汚染物質を排出していることが明らかにされている47).一般に発展途上国では,先進
工業国よりも環境規制は緩いので,進出している多国籍企業は,多くの汚染物質を排出してい
ると考えられる｡現在,各地の発展途上国では多国籍企業による公害問題が噴出している｡
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韓国政府や企業が必死なって導入しようとした資本は,このような性格をもっていたのであ
る｡これはたまたま蔚山の例だけであるとは考えられない｡このような資本や技術の導入は軍
事政権によってなされたものであり,韓国国民が望んだものではない｡韓国への多国籍企業の
進出は,渡辺利夫氏の言うたんなるインダストリアリズムの波及だけではないのである｡韓国
政府や企業は必死になって先進工業国の資本や技術を導入しようとした｡その結果,多くの資
金を工業基盤の整備に投資する偏重をおかし,多国籍企業による汚染物質の排出は蔚山の例だ
けであるとは考えられない｡また韓国に進出した多国籍企業は労使対立を起こしており,社会
問題になっている｡これらのことは後発性の利益に内在している後発性の不利益である｡渡辺
利夫氏の言う後発性の利益は,同時に後発性の不利益も内在していたのである｡この点を見逃
してはならない｡
後発性の利益には以上の他に,次の点を考慮する必要があると考える｡それは後発性の利益
を産業の範囲に限定するのではないことである｡
韓国における国土開発政策は,日本の国土開発政策と類似している点が多い｡日本では1960
年代にはすでに拠点開発方式の批判がされていた｡すなわち,重化学工業化をおしすすめ,公
害環境問題を発生させ,よりいっそうの地域格差が拡大するというものである｡また1960年代
末から70年代にかけての革新自治体の優れた環境政策も後発性の利益として享受できるはずで
あるが,地方自治制のない韓国ではそれは不可能であった｡地方自治体の環境政策をすすめた
要因である市民による公害反対運動も,韓国では抑圧され,大きな世論とはならなかった｡韓
国では拠点開発方式をとりいれたことにより,後発性の利益を享受したが,それは同時に後発
性の不利益でもあった｡
韓国のように中央集権的で,｢開発独裁｣と言われていた体制は,むしろ先進工業国の資本
や技術を導入するのには都合が良かった｡一方で,韓国では後発性の利益を活かせる客観的な
体制を欠いていたために,政治経済の多くの面で借金を残している｡ソウルへの集中･集積や
農村の過疎化などの地域格差や地域問題は,現在の韓国で大きな社会問題になっている｡それ
は経済開発や国土開発の借金である｡借金を支払わないと,経済発展の正確な評価はできない｡
Ⅴ おわりに
韓国の国土開発の特徴を述べ,それがすぐれて産業政策としておこなわれ,地域政策として
の性格が弱かったことを述べた｡それは今のソウルへの集中などにあらわされる国土構造と密
接に関係していると考えられる｡
ドイツでは多極分散型の国土構造をしており,日本や韓国に比べて地域間題はそれほど深刻
ではない｡後発性の利益という場合,韓国では日本と類似した国土構造をとらずに, ドイツの
ような多極分散型の国土構造にはなぜならなかったのか｡韓国は国土を分断され,永い間軍事
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独裁政権が支配していたという厳しい条件があった｡それでも韓国の例から今後の発展途上国
の開発にとって有意義な教訓を引き出さねばならない｡たんに工業化を賛美するだけでは有意
義な教訓を導く事はできない｡韓国の地域問題は経済発展の負の遺産である｡ ドイツでは地方
自治を土台とした経済発展をしている｡韓国ではなぜそれが後発性の利益として活かせなかっ
たのかが問われなければならない｡経済開発過程における地方自治などの民主主義の研究ももっ
と深めなければならない｡国土開発政策を日本との関連で比較研究すること,ソウルの集中集
積の実態の分析を東京との比較でおこなうことなど,今後に残された課題はたくさんある｡別
稿にゆずりたい｡
注
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計年報』)｡財政制度も問題であるが,この事実は京畿道や慶尚南道が生産の現場に特化していることを
示している｡
32)それでは第一次国土総合開発計画では地域問題にどのように対処 しようとしていたのか｡第一次国土
総合開発計画では,わずか1ページに公害対策として次のように記述 している.
1960年代以降の工業化,都市化によって公害問題が深刻な社会問題として台頭しているので,先進工
業国の歴史的過ちを繰り返さないように十分な事前対策を講じなければならない,として次のような施
策を提言 している｡
1)産業公害の減少のために合理的な工業立地の選定と規制を強化する｡
2)大気汚染を防止するために,工場燃料の代替,大都市の都市ガス化を促進して必要な地域に公園緑地
を確保する｡
3)水質汚淘防止のために下水道を整備して,下水終末処理施設と工場廃水処理施設を近代化する｡
4)都心 ･工業地帯に対する騒音振動を防止するために,交通機関を規制して都市用途地域に遵反する不
適格工場を分散する｡
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5)農薬などの防虫剤使用によって作物や人体に与える公害を防止するために対策を講究する｡
6)公害発生原因者に対する費用分担制度を拡大する｡(『第一次国土総合開発計画』pp.80-1.)
このような項目がどの程度実行に移され,効果があったのかを本稿では全部述べることはできない｡
しかし韓国で公害環境問題は,現在でも主要な社会問題となっているように,1970年代以降も公害が全
国規模に拡散し,環境破壊が発生している｡
第一次経済開発5ケ年計画の主要事業であり,韓国最大のコンビナート地域である蔚山工業団地の公
害は,現在の韓国が抱えている環境問題の中でも主要な問題である｡この地域の公害環境問題研究はす
でにいくつか文献がある｡ここで指摘しておきたいことは,蔚山市では工業団地に工場が本格的に稼動
する1967年頃から大気汚染が発生し,農作物 ･漁獲量に被害をもたらし,健康被害も発生している｡ま
た蔚山工業団地に隣接する温山工業団地周辺の ｢温山病｣は,現在もその実態が明らかになってはいな
い｡この地域でも公害反対運動が組織されていったが,政府や自治体,工業団地立地企業はほとんど相
手にせず,農作物被害や漁獲高減少に対する若干の補償を与えるだけで公害反対運動を抑圧し,工業団
地を拡大してきた｡つい最近まで韓国政府は産業公害に対して放置し,地方自治体も環境政策には無力
であったことが蔚山工業団地の公害に関しても指摘できる｡
韓国のペダル環境クラブ『1993年韓国環境報告書』は韓国の環境政策を次のように評価している｡
1980年代までは環境よりも開発を優先させ,環境関連の制度が他のものよりも優位にあるとはいえない｡
1980年代末からの環境問題が世界的課題になるにつれて90年代に入って徐々に環境関連の制度が整備さ
れていっている段階である,としている｡
33)建設部前掲書.pp.200-1.
34)韓国政府 『第一次国土総合開発計画』.pp.75-6.
35)韓国政府 『第二次国土総合開発計画』.pp70.
36)同上書.pp.6-9.
37)同上書.pp.19-26.
38)建設部前掲書.p.344.
39)同上書.p.347.
40)韓国政府 『第二次国土総合開発計画』.
41)拙稿 ｢韓国の土地政策と地方自治｣大阪市立大学経営学会 『経営研究』第43巻第5･6号.1993年1月.
42)韓国政府 『第二次国土総合開発計画』.pp70-1.
43)金儀遠前掲書.pp785-6.
44)韓国政府 『第三次国土総合開発計画』.1992年.
45)渡辺利夫 『現代韓国経済分析一開発経済学とアジア』勤草書房.1982年.30-38ページ.
46)金泳鏑 ｢第三世界甲技術の従属と脱従属｣『経済評論』1986年7月号.
47)金丁虜 ｢韓国の蔚山･温山工業団地における多国籍企業の環境的側面｣『公害研究』
第21巻第1号.1991年7月.岩波書店.
